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横浜市は 2 月 1 日に平成 24 年度当初予算案を発表しました。 
横浜市の財政状況が依然として厳しい中、市民・市内事業者の将来の不安を取り除くことを最優先

に、公共建築物の耐震対策や東日本大震災による放射能対策、待機児童の解消、中小企業の振興策、

文化観光事業などに重点を置いた、選択と集中による予算編成となっています。 

今回、 の強い要望により、従来から懸案となっている０歳～小学校就学前までだった

小児医療費の通院助成を 案が、この当初予算に盛り込まれました。

現在、審議が行われている予算議会で可決されれば、 されることとなります。 

は、これまでも保護者の要望に応えるべく活動をしてまいりましたが、

拡充の第一歩として、今後も小児医療助成の適用年齢拡大に取り組んでまいります。 

 
◆人を呼び込む： 
横浜芸術アクションの推進等 
◆世界とつながる： 
コンベンション誘致・開催支援等 
◆環境対策をリードする： 
住宅用太陽光発電システム設置補助等 
◆成長をもたらす： 
中小企業振興・女性起業家支援等 

◆災害に備える： 
市立学校・区庁舎等の耐震補強など 
◆子どもを守る： 
待機児童、児童虐待対策など 
◆学びを支える： 
児童支援専任教諭の配置拡充など 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
※本予算案は市会第1回定例会（2/2～3/23）で審議されるものです。（現時点で確定されたものではありません） 

福祉・保健・医療に 

4,004億円 

子育て・教育に 

3,144億円 

市民活動や区行政の

運営に 

437億円 

安全な街に 

437億円 

地球温暖化対策や

水・緑の保全に 

1,114億円 

ごみの処理や減量・

リサイクルに 

493億円 

道路・住宅・計画的

な街づくりに 

1,551億円 

横浜経済の魅力づく

りや経済の発展に 

1,410億円 

行政の運営に 

1,269億円 

地下鉄・バス・水道

事業に 

240億円 

市税 

6,961億円 

地方交付税 

230億円 地方譲与税 

91億円 

県税交付金 

516億円 

国・県支出金 

2,694億円 

市債 

1,327億円 

地方特例交付金 

30億円 

その他収入 

2,246億円 

市税収入は減少するものの、

国からの交付金は増額、震災

対策のための市債を上乗せ 

耐震対策事業のための施設整備費

が大幅に増加、義務的経費は予算

全体の 54.9％に 

■地震対策■ 市立学校の耐震補強（10億7400万円）木造住宅・マンションの耐震診断・改修（9億9千万円） 

■子育て支援■ 保育所の整備など（46億2100万円）既存保育所の受け入れ枠増（28億5500万円）→ 待機児童ゼロを目指す 

小児医療費助成の拡大（65億7千万円）→小学校就学前までだった小児医療費助成を「小学校１年生まで引き上げる」 

■地域福祉■24 時間対応の訪問介護・看護事業所の整備（2 億 2600 万円） 

■環境対策■住宅用太陽光発電や電気自動車などの購入促進（5 億 5100 万円） 

総額 総額 
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 平成２４年度予算案 旭区に関する主な項目 

二俣川駅南口の再開発の事業化推進と再開発ビル内への地域ケアプラザの設置に向けた検討 

四季見台・今川町地区を巡回する９人乗りワゴン車でのバス事業について実証運行を実施 

市立白根保育園の改築（老朽化対策）、白根学園児童寮再整備に向けた基本設計の実施 

スーラシア、アフリカサバンナゾーン公開準備（展示予定動物の収集飼育・ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動等） 

鴨居上飯田線（本宿・二俣川地区）、白根通り（白根１,４,６丁目、上白根地区）の整備 

神奈川東部方面線の「相鉄・JR 直通線」工事（羽沢駅本体工事など） 

ひかりが丘住宅へのエレベータの設置（８棟３００戸） 

本村スポーツ会館の耐震補強のための設計・工事 

帷子川河川改修：管理用道路・用地取得（今宿南町、上川井町） 

市立保育所における虐待予防モデル事業の実施【区局連携事業】 

 横浜市では、今後の安定的な保育の提供と認可保育所以外の各種保育サービス間の負担の公平性

を図る観点から、保育所の保育料の改定を検討しています。今議会において、低所得者の負担に

配慮しつつ、全体的に一定のご負担(平均 8.4％の引き上げ)をお願いすることを審議しています。 
保育料改訂により得られる財源の使途 ⇒ 全て保育所運営に使用！ 
① 認可保育所における第２子の保育料を第１子より軽減（多子減免の拡充） 
② 横浜保育室の利用者負担軽減制度の拡充 
③ 家庭的保育の質向上、保育士・栄養士・看護師等を対象とした研修の実施 
④ 病児保育実施施設の新設や休日保育実施施設の拡充 
 

 現在、順次進めている横浜市立保育所の民間への移管につき、外部委員で

構成する「横浜市立保育所の民間移管にかかる法人選考委員会」において、

平成２５年４月から移管を予定する移管先法人が決定いたしました。今後

は、保護者、移管先法人及び横浜市の三者で話し合いを進め、円滑な移管

とより良い保育所運営ができるよう調整が必要です。 
旭区においては、西川島保育園が社会福祉法人白百合会に移管されること 
が決定いたしました。（西川島保育園の民間移管については、平成２２年１０月に発表されています。） 

次世代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社

会全体で応援する観点から、中学校修了までの児童

を対象に子ども手当てを支給していますが、今後行

われる法改正（予定）では、平成２４年６月から  

所得制限を導入します。基準額は年収９６０万円

（夫婦、子ども２人世帯）で、扶養親族の数等に応

じて加減されます。なお、所得制限超過者についても子ども１人あたり５，０００円を支給します。 

区 分 法改正後（予定） 
０歳以上３歳未満 １５，０００円 
３歳以上小学校

修了まで 
第１，２子 １０，０００円 
第３子以降 １５，０００円 

中学生 １０，０００円 


